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1．新興感染症の動向
（衛生学公衆衛生学講座）
○勝村三三
わが国の感染症の動向
　わが国の主要死因別死亡原因の年次推移を見ると、
長い期間結核、肺炎・気管支炎などの感染症が上位を
占めていたが、第2次世界大戦を境として急激な減少
に転じ、1951年には脳血管疾患が第1位を占めるよう
になった（図1）1）。その後も感染症による死亡は減少
を続け、1958年からは、悪性新生物、脳血管疾患、心
疾患の3疾患が上位を占めるようになり現在に至っ
ている。また、2003年には、これらの3疾患で全死因
の約60％を占めるに至った。このような感染症の減少
には、1929年のフレミングによるペニシリンの発見に
始まる抗生物質の発見が大きく関わっているが、この
ことが後に述べる耐性菌の出現の原因にもなってい
る。
新興・再興感染症
このような感染症の急激な減少、悪性新生物、脳血
管疾患、心疾患などの生活習慣病の増加といった疾病
構造の変化により、先進諸国では1870年代には感染
症対策はすでに解決済みとの見方が主流となった。し
かし、1990年代に入ってからは、これまでにない、新
しい感染症が次々に出現するようになり、研究者や行
政に携わるものに大きな危機感を与えるようになっ
た。1995年、アメリカ合衆国科学技術会議の答申の中
で使用された「新興・再興感染症（emerging／re－
emerging　infectious　diseases）」が、1997年、　WHO（世
界保健機関）により、その年の標語として採択され
た。新興感染症は「過去約20年間に、それまで医学的
に明らかでなかった病原体に起因した公衆衛生上問
題となるような新たな感染症」、再興感染症は「かつて
存在した感染症で公衆衛生上ほとんど問題とならな
いようになっていたが、近年再び増加してきたもの、
あるいは将来的に再び問題となる可能性がある感染
症」と定義される。新興感染症としては、エボラ出血
熱、レジオネラ、カンピロバクター、腸管出血性大腸
菌（0－157）、成人T細胞白血病、エイズ、ヘリコバク
ター・ピロリ、コレラ（0－139）、SARS（重症急性呼吸
器症候群）など、現在までに30種類以上の病原体が
確認されており、また、再興感染症としては、ペスト、
結核、デング熱、薬剤耐性菌感染症などがあげられる。
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図1主要死因別にみた死亡率の年次推移
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新興・再興感染症の出現に関与する因子
　新興・再興感染症の出現には種々の因子が関与して
いる。
　まず、新たな病原体の出現があげられる。表1に
表1新たに発見された主な病原体また
　　は疾患（1976年以降）
年 病　　原　　体
2002　SARS－Co　virus
1999　west　Nile　virus
　　　Nipah　virus
1997　lnfuenza　A　HsN　I（aviahfiu）
1996　NV－CJD
　　　Australian　bat　lyssavirus
1995　HHV8（Kaposi　sarcoma　virus）
1994　Sabia　virus
　　　Hendra　virus
1993　Hantavirus　（Sin　Nombre　virus）
1992　Vibrio　cholerae　O　139
1991　Guanarito　virus
1989　Hepatitis　C　virus
1988　Hepatitis　E　virus
　　　Human　herpes　virus　6
1983　HIV
1982　Escherichia　coli　O　157：H7
　　　Lyme　borreliosis
　　　HTLV－2　virus
1980　Human　T－limphotropic　virus
1977　Campylobacter拘uni
1976　Cryptosporidium　parvum
　　　Legionella
　　　Ebola　virus
1976年から最近までに新たに発見された感染症の病
原体あるいは疾患名を示す。今後もさらに新しい病原
体が発見された場合の対応策の必要性が強く認識さ
れるようになり、現行の感染症法にもこの考えが盛り
込まれている。
　次に、薬剤耐性菌の出現の問題がある。1929年にフ
レミングにより発見されたペニシリンが、第二次世界
大戦の頃に実用化された。その後も、ストレプトマイ
シン、クロラムフェニコール、テトラサイクリンを始
めとする膨大な種類の抗生物質が発見あるいは合成
され、その大量使用が、MRSA（メチシリン耐性黄色
ブドウ球菌）、VRE（バンコマイシン耐性腸球菌）など
の薬剤耐性菌の出現をもたらし、この画期的な感染症
治療薬であった抗生物質が感染症対策をむしろ困難
にしているという皮肉な結果となっている。
　また、人や物の移動手段の発達によって、遠隔地へ
の移動が容易になった。これに伴い、病原体もヒトや
物に付着して運ばれ、また、感染源となりうる感染症
患者の移動により、ある特定の地域に限局していた感
染症が短時間のうちに広範囲に拡大し得るように
なった。1950年忌は年間およそ30万人であったわが
国の国外への旅行者数は、1990年忌は400万人を超
え、輸入感染症の増加が懸念されている。また、1996
年のわが国の食料自給率は42％で食料の多くを海外
からの輸入に頼っており、病原体に汚染された食料が
国内に入ってくる危険性が高まっている。
　2002～2003年に発生したSARSの事例は、開発途上
表2SARS対応とその経過（1）
年・月
2002年ll月～
　2003年2月
　　3月12日
　　　　17日
23日
26日
31日
4月2日
　　3日
　16日
23日
28日
中国・広東省、香港、ベトナム・ハノイにおいて重症急性呼吸器症候群（Severe　acute　respiratory　syndrome）
の症例が確認される。
WHOがGlobal　Alertを発表、医療従事者への注意を喚起する。
SARS国際研究プロジェクト設立。国家・研究所問の情報交換により、病原体の特定作業と診断用検査の開発
が進む。
WHO調査団、中国・北京に到着。症例の疫学的情報と検査情報の検討にとりかかる。
WHO調査団、中央の担当部局および広東省の保健官僚との討議の結果、中国南部で発生している異型肺炎と
SARSとが同一のものであると結論づける。
中国、国際研究プロジェクトに参加。
SARSの臨床像と治療に関する第一回国際症例検討会が、　WHO主催で開かれる。
香港保健省、九竜地区の住宅団地・淘大花園（アモイガーデン）のEブロックの住人たちに、4月9日まで自
宅から出ないようにという隔離命令を発する。
香港、広東省について渡航延期勧告が出される。
WHO調査団、広東省に到着。現地の専門家との会見、医療施設などの視察を行う。
WHO、新種のコロナウイルスがSARSの原因であると発表。
WHOと国際研究プロジェクトにより、「SARSウィルス」と名づけられる。
中国・北京、山西省、カナダ・トロントに渡航延期勧告を拡大。
ベトナム、SARS伝播確認地域から除かれる。
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表2SARS対応とその経過（2）
2003年5月2日
　　　　　8日
　　　　14日
　　　　17日
21日
23日
27日
6月10日
13日
17日
WHOチーム、台北に到着。　SARS集団発生対策の支援に乗り出す。
中国・天津市、内モンゴル自治区、台湾・台北市に渡航延期勧告拡大。
トロント、渡航延期勧告対象地域から外される。
中国・河北省に渡航延期勧告拡大。ジュネーブのWHO本部にて、　SARSの疫学に関する初の世界的な協議
会が開かれた。
テレビ電話、電話によって各国の代表・WHOチームも参加した。
台湾全土に渡航延期勧告拡大。
中国・広東省と香港、渡航延期勧告対象地域から外される。
中国・香港と深川の調査チーム、食用の野生生物（ハクビシンとタヌキ）からSARSウィルスと遺伝的に似た
コロナウイルスを検出。また、同じく食用の野生生物（中国イタチアナグマ）がSARSウィルスに対する抗体
を持っていることを発見。
ジュネーブにおける世界保健総会（WHOの総会・最高意思決定機関）の席上、　SARS
決議案が満場一致で採択された。
WHO感染症対策局長のDavid　Heymman博士、中国へと発つ。　SARSの実情調査と今
後の対応に対する意見交換を行う。
中国・河北省、内モンゴル自治区、山西省、天津市が渡航延期勧告対象地域から外
される。
台湾、渡航延期勧告対象地域から外される。
WHO主催の第一回SARSに関する世界科学会議が、マレーシアのクアラルンプールで開催される。今まで
の対策の有効性や、近い将来あるいは長期の双方の視点から予測されるSARSの展開について、また調査の
必要な領域の優先順位を明らかにするための話し合いが行われる。
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図2　SARSの発生地域
国における熱帯雨燕の破壊と都市化が、これまで自然
界に隠れていた新種のウイルスがヒトの社会に出現
する危険性を増加させ、また、ヒトや物の移動手段の
発達が、感染を極めて短時間に世界中に拡大させうる
ことを如実に示した。また、新興感染症に対する有効
な対策を立てることがいかに困難であるかをも示し
たのである（表2、図2）。
　宿主側の因子としては、後天性免疫不全症候群と結
核との合併例数の増加など、基礎疾患を有する患者あ
るいは免疫不全の患者の増加が挙げられる。
　さらに、地球温暖化により熱帯・亜熱帯に限局して
いた病原体・媒介動物の生息地の温帯地域への拡大、
ペットの多様化と飼育者の増加による人畜共通感染
症の共存も挙げられる。
　2001年9月ll日、アメリカ合衆国で発生した「同時
多発テロ」は、その後の世界の安全保障に関する環境
を著しく変化させ、すでに撲滅されている痘瘡ウイル
スなどを生物兵器として使用したテロリズムの脅威
も大きくなってきている。
感染症対策
　われわれが直面している感染症の脅威はますます
大きくなってきており、有効な対策を早急に立てる必
要に迫られている。わが国では、1897年に施行された
伝染病予防法が、1999年まで現行法として存在した。
しかし、新興・再興感染症の出現や、医学・医療の進
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歩、衛生水準の向上、人権尊重の要請、国際交流の活
発化など、近年の感染症を取り巻く状況の変化に対応
しきれなくなってきた。そのため、感染症対策の抜本
的見直しが行なわれ、同年、「感染症の予防及び感染症
の患者に対する医療に関する法律（感染症法）」が新た
に施行され、種々の対策がとられてきた。しかしなが
らその後も、SARS、ウイルス性出血熱などの国内への
進入、テロリストによる痘瘡ウイルスの使用などが懸
念されている。平成15年、緊急時における感染症対策
の強化、動物由来の感染症対策の強化、感染症法の対
象疾患分類の見直し、検疫との連携などを内容とし
た、感染症法の改正が行われた。また、検疫法の改正
により、水際対策と国内対策の連携が強化された。し
かし、今後も新たな感染症の出現・流行が懸念されて
おり、その予防・治療対策は決して容易ではない。今
後も未知の感染症の出現が予想されており、国境を越
えたさらに有効な対策の構築に向けた努力が望まれ
る。
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2．インフルエンザ脳症の現状
（小児科学）
○河島　尚志
はじめに
　インフルエンザワクチンの定期接種は1994年の予
防接種法の改定後に任意接種となった。これは、有効
性や集団で接種することが適切であるかなどの問題
点が論議され、学童の集団接種は地域内の流行を抑制
する効果はないとの否定的な報告もあり、相まって一
部のマスコミによりワクチン被害に対する反対キャ
ンペーンが行われた結果、保護者の接種意向を重視す
るという経過措置を経て改められたわけである。その
後、ワクチン接種者は激減し、前年度比で約2％までに
減少したためインフルエンザの流行が多少とも増加
することが予想されていた。こういつた状況のなか、
インフルエンザ流行中の短期間に多くの急死症例が
経験されるようになった．当初原因は不明であった
が、後にほとんどケースがインフルエンザ脳症による
ものであることが判明した。我々の施設でも98／99年
度は1週間に4例、99／2000年度は1例、2㎜／Ol年は
2例のインフルエンザによる脳症による死亡症例を経
験した1）。全国的にみても98／99年に217例がインフ
ルエンザ脳炎・脳症として報告され、500例以上の実数
患者がいたことが知れた2）。このインフルエンザ脳症
の小児科診療に与えたインパクトは大きく、小児救急
体制を変えるほどの影響があった。今回、このインフ
ルエンザ脳症の特徴と現状を報告する。始めに当院で
の初期に経験した症例を2例提示する。
症 例
　症例1は9歳の女児で主訴は痙攣と意識障害で
あった。既往に熱性痙攣が5歳までに10回みられた
が、それ以降痙攣はなく、脳波異常はなく、発達も正
常であった。現病は平成12年2月■圏午後9時頃よ
り発熱（39．0℃）を認め、以降アセトアミノフェンを
翌日の午前7時までに3回使用した。午前12時ごろ
に他院を受診し、外来にて痙攣が出現し持続するため
当院救命部に紹介された。痙攣は抗痙攣剤にて20分
間で頓挫した。入院後に各種検査を施行し、脳波にて
前頭部を中心とした徐波、CTにて脳浮腫を認め、脳圧
降下剤を使用した。しかし、その後も意識障害は遷延
し、意識レベルはJCSにて30から100であった。午後
4時に悪寒感奮様の動作、体温41．3℃、心拍数180か
ら200、意識レベルは200から300と低下し、酸素飽和
度の低下も認めるようになった。血液検査では入院時
は正常であったが、この時点より、急速に血小板減少、
肝機能異常、腎不全を示し、6時には対光反射消失、各
種治療にも反応なく、午後11時に自発呼吸消失、口腔
内出血、脳波にて全領域で平坦化、多臓器不全、血圧
低下がみられた。強心剤等開始したが効果なく、翌■
r午前9：26死亡確認となった。検査では鼻汁中イン
フルエンザAが迅速検査にて陽性であった。髄液は細
胞数3／3、インフルエンザのPCR（polymerase　chain
reaction）は陰性、　IL－6は正常範囲であった。
　症例2は2歳の女児で主訴は発熱と意識障害であ
る。既往歴・家族歴に特記事項はなかった。現病歴は
平成10年2月［　午後より高熱が出現し、近医にて
投薬を受けるも、以降も高熱の持続を認めていた。2月
昌夜、多量の下痢便を認めるため救急病院受診。来院
途中に顔面の蒼白化、反応の鈍化を認めた。受診時体
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